
 

 

 

   

 

               

 平成２９年６月２３日 

内閣府地方創生推進事務局 

 

 

中心市街地活性化基本計画の認定について 

 

 本日、中心市街地活性化基本計画について、下記のとおり、内閣総理大臣に

よる認定が行われましたのでお知らせします。 

 

 

記 

 

 

中心市街地活性化基本計画(第３２回)：１計画 

 新たに１市（大阪府高槻市）の中心市街地活性化基本計画を認定。 

 

 

 

          

 

 

 

 

（添付資料） 

別紙 第３２回認定    中心市街地活性化基本計画の概要 

報道資料 

内閣記者会・経済研究会クラブに資料配布 

【担当・問合せ先】 

内閣府 地方創生推進事務局 

＜中心市街地活性化基本計画＞ 

菊地、鎌田、小梶  ：03-5510-2338 



平成２９年６月認定を受けた中心市街地活性化基本計画策定市の位置

大阪府高槻市

（注）本地図は、必ずしも、我が国の領土を包括的に示すものではない。



平成２９年６月に認定を受けた中心市街地活性化基本計画の概要 （全１計画）

申請
自治体

計画期間

自治体人口
中活区域面積

課　題
・中心市街地への来街動機、回遊性が十分でないため、まちを行き交う人が減少傾向にある。
・中心市街地で提供される商品・サービスがニーズに合致しておらず、商業の衰退が危惧される。

・安満遺跡公園整備事業および市民会館建替事業等により来街機会の増加と回遊性の向上を図る。

【（歩行者・自転車通行量）H28：72,970人/日→H34：77,300人/日】

【（歴史・文化施設の年間利用者数）H26：161,601人/年→H34：197,000人/年】
1

大阪府
お お さ か ふ

高槻
た か つ き

市
し

H29.7～
H35.3

（5年9ケ月）

35.4万人
150ha

※H21.12～H27.3
に認定実績あり。

取　組　概　要

主　な
取　組

・魅力ある個店への出店支援および空き店舗等情報ストックバンク事業等により経済活力の増進を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　【（中心市街地の新規出店数）H22-H27：30件→H29-H34：51件】



中心市街地活性化法の概要

【目 的】
少子高齢化、消費生活等の状況変化に対応して、中心市街地における

都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進。

【基本理念】
地方公共団体、地域住民及び関連事業者が相互に密接な連携を図り

つつ主体的に取り組むことの重要性にかんがみ、その取組に対して国が
集中的かつ効果的に支援を行う。

基本方針（中心市街地活性化本部が案を作成→閣議決定）

中心市街地活性化
基本計画

＜市町村が作成＞

基本計画
への意見

認定中心市街地活性化基本計画

●基本的な方針 ●位置及び区域
●目標（定量的な数値目標）
●計画期間（概ね５年以内）
●中心市街地活性化のための事業
●フォローアップ ●推進体制 等

認定計画の実施等
について意見

関係行政機関の長

協
議

同
意

内閣総理大臣による認定制度

認定
申請 認定

地域ぐるみ
の取組

中
心
市
街
地
活
性
化
協
議
会

（ま
ち
づ
く
り
会
社
・商
工
会
議
所
・市
町
村
・民
間
事
業
者
・地
域
住
民
等
）

（例
）

認定基本計画への重点的な支援

北海道
帯広市※、岩見沢市※、富良野市※、函
館市

青森県 青森市※、弘前市※、八戸市※

岩手県 久慈市※、盛岡市※、遠野市※

宮城県 石巻市※

秋田県 秋田市※

山形県 山形市※、酒田市※、長井市

福島県
白河市※、福島市※、須賀川市、
会津若松市、いわき市

新潟県 長岡市※、十日町市

茨城県 土浦市、水戸市

栃木県 ―

群馬県 高崎市※

埼玉県 川越市※、蕨市

千葉県 柏市※

東京都 青梅市、府中市

神奈川県 小田原市

山梨県 甲府市※

富山県 富山市※※、高岡市※※

石川県 金沢市※※

福井県 福井市※、大野市※、越前市※

長野県 飯田市※、上田市※

岐阜県 岐阜市※、大垣市※、高山市

静岡県
浜松市※、藤枝市※、静岡市※、
掛川市※

愛知県 豊田市※、豊橋市※、安城市、田原市

三重県 伊勢市

滋賀県
大津市※、守山市※、長浜市※、
草津市、東近江市

京都府 福知山市※

大阪府 堺市、●高槻市※

兵庫県
伊丹市※、丹波市※、姫路市※、川西
市※、明石市※

奈良県 ―

和歌山県 ―

鳥取県 鳥取市※、米子市※、倉吉市

島根県 松江市※、江津市、雲南市

岡山県 倉敷市※、津山市

広島県 府中市※、三原市

山口県 山口市※、周南市、岩国市

香川県 高松市※

徳島県 ―

愛媛県 松山市※

高知県 高知市

福岡県 久留米市※、大牟田市

佐賀県 唐津市※

長崎県 諫早市※、長崎市

熊本県 熊本市※※

大分県 大分市※、佐伯市※、竹田市

宮崎県 小林市

鹿児島県 鹿児島市※、奄美市

沖縄県 沖縄市※

現時点で認定を受けている市及び認定計画

●は今回認定を受けた１市
※印は２期計画の認定を受けた市
※※印は３期計画の認定を受けた市

９４市（９４計画） （平成２９年６月現在）

経済活力の向上

市街地の整備改善

まちなか居住の推進

・地域・まちなか商業活性化支援事業
・中心市街地活性化ソフト事業

都市福利施設の整備

・都市再生整備計画事業※

・中心市街地共同住宅供給事業※

※社会資本整備総合交付金を活用して支援

・暮らし・にぎわい再生事業※
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